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6．　むすびにかえて
　シュマーレソバッハがその動的貸借対照表論において基礎としている出発点は収支計算である。こ
れを基としてそのうち，未収益）t未費用のもの，ならびに「収入・未支出」，「支出・未収入」のもの
を貸借対照表に記載し，純粋収支部分に相当する収益収入および費用支出を損益計算書に計上しよう
とするのである。この結果，貸借対照表は未解決項目を次期以降へ繰越すための連結環としての機能
をもっと解釈されるのである。貸借対照表は，この未解決項目を計上するが，同時に支払手段をも記
載する。未解決項目が解消されたあとに残るものがこれである。シュマーレソバッハの動的貸借対照
表論は，結果的に，この異なる二種類の勘定系列から成り立っていると考えられる。それは，流動性
領域と損益領域との関係の解釈に限定される二勘定系列理論である。このように構築された動的貸借
対照表論は，この点だけをとりあげてみるならば理論的に完全に近いものであろう。流動性勘定と損
益勘定との関係から導出される貸借対照表項目は，一定の条件の枠内では，補完または代替を必要と
しないであろう昌からである。　　”　　ジ
　動的貸借対魚表は一意的（ein6indeu’ti9）ではあるが～正綿り簿記原則に応じた貸借対照表のすべ
ての項目をふくんでいるわけではない。・流動性または損益に関係するすぺての取引峠動的貸借対照表
の一定項目tlC・t一意的に関係づけられてはいるが，実務上の正規の簿記原則を考慮して作成される商業
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貸借対照表は流卸性および損益に関する取引とならんで実体に関する取引もふくんでいる。すなわ
ち，そこでは実体財産の変化も考慮されているのである。動的貸借対照表ではこの点が加味されてお
らず，レたがって，Lつぎのまうなケ」メが記載されない。
　　①未収入未支出
　　②未収入未収益　　　　　　　　　　　 ，． @’一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝　　③　未費用　未支出
　　④　未費用　未収益
　　⑤前期の収入前期の支出
　　⑥前期の収入前期の収益
　　⑦前期の費用前期の支出
　　⑧．前期の費用　前期の収益
　動的貸借対照表にあってはこのような取引が考慮されないのである。正規の貸借対照表作成原則
（Grundsatz　ordnungsmaBiger　Bilanzierung）の観点にあっは，かかる取引が貸借対照表にとり入
れられるが，動的貸借対照表にとっては仮定的な収支の流れを想定することとなり，これは実質的な
貸借対照表変化（Bilanzveranderungen）をきたすこととなる。
　動的貸借対照表は一対一対応ではなく，したがって正規の簿記原則に応じた貸借対照表はそこから
は導出されえない。各取引を一意的に動的貸借照表の一定項目に関連づけうるという可能性からは∫
このような転換過程が可逆的であること，したがって一対一対応であるごとが結論されえない。ゆえ
に，慣習的な商業貸借対照表の一定項目は，一意的には，動的なカテゴリーにはふくめられないこと
となる。
　動的貸借対照表理論の重要な点は，未解決項目を示すため，したがって過去の有高変化を将来の計
画変化と並列するための手続上の拘束にある。しかしこのすぐれた点も動的貸借対照表論が正規の貸
借対照表作成原則に対応していないから実務には役立ちえないのである。
　第三の勘定系列（実体財産勘定）を考慮すれぽ，債権または資本在高として一意的に解釈される未
解決項目とともに正規の簿記原則をもふくめて動的貸借対照表が作成されることとなる。このように
拡大された動的貸借対照表は流動性領域（支払勘定で示される），投資領域（実体財産勘定で示され
る）および損益領域（損益勘定で示される）の間の各相互関連を明確に表わしうることとなり，正規
の簿記原則をも考慮しているので実務への適用もなされるであろう。
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